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はじめに 

 

 本報告書は、法務省がマレーシアにおいて 2018 年 5 月から 2019 年 3 月にかけて実施し

た、「日本企業及び邦人を法的側面から支援する方策等を検討するための調査研究」に関

する業務（以下「本調査業務」という。）について、本調査業務を受託した当職が総括し

た報告書である。 

 

当職が本調査業務を開始した 2018 年 5 月、マレーシアでは、連邦下院議会の総選挙が

実施され、元首相（第 4 代）のマハティール・ビン・モハマド氏が率いる希望連盟

（Pakatan Harapan）が、マレーシアが英国から独立した後これまで一貫して政権を維持し

続けた国民戦線（Barisan Nasional）に対して劇的な勝利を収め、マレーシア史上初の政権

交代が実現した。 

マハティール氏は、同氏が第 4 代首相を務めた 1981 年から 2003 年まで、日本が古く

から有している、集団の利益を重んじ、労働に対する倫理を保つ考え方に共鳴し、「ルッ

クイースト政策」を提言し、実行した人物である。 

 

マハティール氏は、政権獲得後の最初の外遊先として日本を選び、日本との外交関

係・経済関係重視の姿勢を鮮明にしている。 

また、2019 年には総額 2000 億円のサムライ債（円建て債券）を発行する旨表明し、日

本政府もこの支援を行うと言明している。 

こうした良好な日本とマレーシアの関係の下、今後も日本からの投資が継続して行わ

れると見込まれている。 

 

マレーシアは、他の東南アジア諸国連合（Association of South East Asian Nations、以下

「ASEAN」という。）加盟諸国の中では、一般に法制度が整備された国家と評価されて

いる。一方で、以下でも述べるとおり、旧宗主国が英国であったことから広く英語が利用

され多くの法令について英語版が存在しているとはいえ、公用語がマレー語であり、全て

の規制が英語で表現されているわけではないことにも起因して、日系企業・在留邦人にと

って全ての規制が明らかではなく、マレーシアに対する投資を行う際、また、マレーシア

に投資を行い、マレーシア現地で事業を行う際、法規制の理解について困難をきたす場合

があるのも事実である。 

 

本調査業務は、このようなマレーシアの状況において、日系企業及び在留邦人が抱え

ている法的側面における困難について調査し、併せて日系企業が頻繁に直面しうる法規制

の内容について説明し、法的側面からバックアップすることを目的としたものであり、本
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報告書が、今後マレーシアに対して投資を行おうと企図する日系企業、及び、すでにマレ

ーシアにおいて事業を行う日系企業の参考になり、また、今後海外での活躍を希望する日

本法弁護士を中心とする日本法曹有資格者がマレーシアにおいて活躍するための一助とな

れば幸いである。 

 

本調査業務遂行中、在マレーシアの日系諸機関、在マレーシア法曹有資格者、在マレ

ーシア日系企業及び在留邦人の皆様、特に在マレーシア日本人商工会議所の皆様には多大

なる協力をいただいた。 

 

また、当職は、以下のマレーシアの現地法律事務所に 2018 年 8 月から本報告書提出ま

での期間在籍した。現地事務所の情報提供なしに本報告書、特に規制内容の報告部分につ

いては完成させることが困難であったと思われる。 

 

現地法律事務所 Chooi & Company + Cheang & Ariff1 

 

本調査業務の遂行及び本報告書の作成に対して協力を得た全ての方に感謝の意を表し

たい。 

 

なお、本報告書のうちの後半部分に当職からの提言に関する部分があるが、この点は

事実に関する点を除き、当職の個人的な見解であり、在籍した現地法律事務所とは何ら関

わりのないものであることを付言する。 

  

                                                           
1 http://www.ccalaw.com/ 
当初は Chooi & Company と Cheang & Ariff という別々の法律事務所であったが、2018 年 6
月に統合し、その結果在籍弁護士数が約 90 名となり、マレーシアを代表する総合法律事

務所の 1 つとなった。 
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第１ マレーシアの基礎情報 

 
1. 名称・首都 

 

マレーシア（Malaysia）は 13 の州によって構成される連邦立憲君主制国家で

あり、元首である国王は 13 州のうち 9 州に存在する州王・首長（スルタン）の

互選によって選出される。国王は 5 年の任期制であり、終身ではない。 

首都はクアラルンプール（Kuala Lumpur）首都特別市である。1990 年代以

降、行政機能をクアラルンプール南方のプトラジャヤ（Putrajaya）連邦直轄領に

順次移転させている。 

 

2. 歴史 

 

マレーシアの主な歴史は、15 世紀のマラッカ王国の成立に遡る。 

16 世紀にポルトガルが、17 世紀にオランダがそれぞれマラッカを占領した。 

その後 18 世紀に、ペナンを含む現在のマレーシア北西部を統治していたク

ダ・スルタン国と現在のタイを統治していたシャムとの紛争を背景に、軍事力を

有するイギリスの東インド会社がクダ・スルタン国からペナンを賃借し、東イン

ド会社は現在の中国やインド地域からの移民を促進し、この時点から中国系・イ

ンド系の人々が現在のマレーシアに入植を開始した。 

イギリスは、18 世紀末から 19 世紀前半にかけ、ペナン、マラッカ及びシンガ

ポールを植民地とし、19 世紀後半にはマレー半島及びシンガポール島における

植民地支配を確立した（イギリス領マラヤ、英領マレー）。 

上記は 19 世紀後半までの、マレーシアのマレー半島側の歴史である。一方、

ボルネオ島側では、19 世紀半ばにイギリス人ジェームズ・ブルックが建国した

サラワク王国がブルネイから独立し、また、19 世紀後半にはイギリスの保護国

として北ボルネオが成立した。 

マレー半島及びボルネオ島の双方は太平洋戦争開戦後日本軍により占領され、

同戦争終戦後、マレー半島側はイギリス植民地の集合体としてマラヤ連邦と称し

た。ボルネオ島側では、サラワク王国がイギリス領サラワクとなった。 

1957 年、マラヤ連邦はイギリスから独立した。 

1963 年、マラヤ連邦、イギリス保護国ボルネオ、イギリス領サラワク、及び

シンガポールが統合し、マレーシアが成立した。 

1965 年、マレーシアからシンガポールが独立し、現在のマレーシアに至る。 
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このように、マレーシアの歴史は、後述する人種分布や、イギリス半島部とボ

ルネオ島の法制度の違いに大きな影響を及ぼしている。 

 

3. 地理・気候 

 

マレーシアは、西側のマレー半島部分と東側のボルネオ島部分とで構成されて

おり、ASEAN の構成国であるシンガポール、タイ、インドネシア、ブルネイ、

フィリピン、及びベトナムと陸地及び領海で接している。 

気候は熱帯気候に属しており、1 年が乾季と雨季に分かれている。 

 

4. 人口・民族・宗教 

 

マレーシアの人口は 2017 年時点のマレーシア統計局の集計で約 3178 万人であ

る。人口については、日本のそれと比べると約四分の一程度である一方で、国土

については、日本の約 9 割程度を有している。このため、日本と比べると人口密

度は非常に低い。 

また、上記 2 で説明した歴史的経緯から、中華系・インド系の移民及びその子

孫がいることがマレーシアの特徴であり、現在の民族分布は、 

マレー系: 約 69% 

中華系:  約 23% 

インド系: 約 7% 

その他:  約 1% 

となっている。 

この人口比率については、これまでの間マレー系の比率の上昇、中華系及びイ

ンド系の低下の傾向が続いており、今後もこうした傾向が続くと見込まれてい

る。 

宗教については、イスラム教を国教としている。 

一般的にはマレー系はイスラム教、中華系はキリスト教・仏教、インド系はヒ

ンドゥー教を信仰しているとされているが、近時民族をまたぐ形での婚姻（例え

ばマレー系男性と中華系女性の婚姻）も増えており、必ずしも上記のように明確

に分類されるわけではなくなってきている。なお、国教がイスラム教であること

もあり、一方がイスラム教徒、他方が他教徒の婚姻の場合、他教徒はイスラム教

に改宗する必要がある。 
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5. 言語・通貨・時間 

 

公用語はマレー語（マレーシア語）であるとされるが、英語も準公用語とされ

ているため、マレーシア国内では民族を超えて英語が広く利用されている。 

通貨はマレーシアリンギットである。 

標準時はマレー半島部・ボルネオ島部ともに日本標準時の 1 時間遅れた時間

（UTC+8）が利用されており、シンガポール、香港、中華人民共和国などと同

じである。 

 

6. 主要産業 

 

マレーシアは、第 4 代マハティール首相時代の「ルックイースト政策」により

工業化に成功し、その主要産業は、電気機器を中心とした製造業、天然ゴム、パ

ーム、木材を中心とした農林業、並びに、原油、ガス、及び錫を中心とした鉱業

である。 

 

7. 政治・選挙制度・行政区画 

 

政治体制は、上記のとおり立憲君主制を採用しており、任期 5 年の実質的持ち

回りのスルタン（州王）が元首である国王を務める。 

議会制度は上院及び下院からなる二院制であり、上院議員の任期は 3 年、下院

議員の任期は 5 年である。2018 年 5 月 9 日の下院選挙において、1957 年の独立

以後一貫して政権を維持してきた国民戦線が敗北し、希望連盟が政権を獲得し

た。 

上記のとおり、マレーシアは連邦制を採用しており、その連邦を採用する行政

単位として 13 の州が存在する。 

 

8. 在留邦人 

 

外務省の海外在留邦人数調査統計 統計表一覧平成 30 年（2018 年）版2によれ

ば、平成 29 年（2017 年）時点のマレーシアにおける在留邦人数は 24,411 人であ

るとされ、前年平成 28 年（2016 年）の 23,693 人からは 3%の増加、全世界では

12 番目に多い在留邦人数である。 

                                                           
2 https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html  
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マレーシアにおける在留邦人数は、これまで継続して毎年約 3～4%ずつ増加

しており、今後も増加が見込まれる。 
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第２ ビジネス関連法令 

 
1. マレーシアにおけるビジネス関連法令の内容とその運用の実態 

 

(1) 連邦憲法3 

 

マレーシアは前述のとおり 13 の州から構成される連邦制の国家であり、連邦憲法とは

別個に、各州がそれぞれの州憲法を有している。 

連邦憲法は 1957 年 8 月 31 日に施行され、その後頻繁に改正がなされている。 

連邦憲法の構成は以下のとおりである。連邦憲法の項目を見るだけでも日本国憲法と

の違いが明らかであり、日本国憲法に比して非常に具体的な規定が盛り込まれている点が

特徴的である。 

これは、 

 

 連邦制であること 

 歴史的経緯からサバ州、サラワク州は他の州とは別の取扱いがなされること 

 国王やスルタンに対する特別な取扱いがなされること 

 

などに起因すると考えられる。 

 

第 1 部 州、信仰及び連邦法 

第 2 部 基本的自由 

第 3 部 市民権 

第 4 部 連邦 

第 5 部 州 

第 6 部 連邦と州の関係 

第 7 部 財政規定 

第 8 部 選挙 

第 9 部 司法 

第 10 部 公務 

                                                           
3 http://www.agc.gov.my/agcportal/uploads/files/Publications/FC/Federal%20Consti%20
（BI%20text）.pdf  
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第 11 部 破壊活動、組織暴力、公衆に悪影響となる行動・犯罪に対応する特別権限

及び非常事態権限 

第 12 部 一般規定及び雑則 

第 12A 部 サバ州、サラワク州への追加的保護 

第 13 部 暫定的・経過規定 

第 14 部 統治者宗主権等の除外規定 

第 15 部 国王及び統治者に対する訴訟 

 

連邦憲法は多くの具体的規定があるものの、以下の規定が特徴的である。 

 イスラム教を国教とする（同法 3 条）  

 市民の平等を規定する一方（同法 8 条）、ブミプトラに対して特別の地位を与

える（同法 153 条） 

 

(2) 法律の適用範囲 

 

上記第 1 の 2「歴史」で述べたとおり、マレーシアの西側すなわちマレー半島部分と東

側すなわちボルネオ島部分は、それぞれ異なる歴史を辿った経緯があり、適用される法律

が異なる場合がある。 

具体的には、労働関係法令についてみると、1955 年雇用法（The Employment Act 

1955）はマレーシア西側の半島部分でのみ適用され、ボルネオ島のサバ及びサラワクの各

州については別途に条例が存在し、サバ及びサラワク各州所在の企業及び市民は上記条例

に服することになる。 

 

(3) 財産法 

 

上記第 1 の 2「歴史」で述べたとおり、マレーシアは旧宗主国が英国であったことか

ら、英国が採用する法体系である判例法体系をその法制度として採用しており、他の判例

法体系を採用する多くの国家と同様、財産権に関して、日本のように民法といった形で 1

つの法律で包括的に規律しておらず、総則、物権及び債権といった区別をしていない。 

なお、マレーシアにおいても民法（Civil Law Act 1956）と称する法律はあるものの、同

法は一般的な内容を 29 条のみ規定しており、同法 3 条では、特に規定する法律が無い限

り、英国、イングランドのコモンローを適用する旨規定している。 
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マレーシアでは、日本民法における第一編総則、第二編物権、第三編債権の規定内容

に相当する法律として、以下の法律が存在する。 

 

総則 

時効法（Limitation Act 1953） 

 

物権編 

不動産法（National Land Code） 

 

債権編 

物品売買法（Sale of Goods Act 1957） 

契約法（Contracts Act19504） 

 

日本民法では債権編において、契約以外に事務管理、不当利得及び不法行為に関する

規定が存在するものの、マレーシアではこれらの規定に関する法律は存在せず、コモンロ

ーにより定められている。 

 

このうち、例えば時効法では、大要以下の点を規定している。 

 契約、不法行為、及びその他の行為に起因する権利に対する消滅時効は以下の行為が

なされた時点から起算して 6 年とする（同法 6 条）。 

 契約または不法行為に基づく行為 

 誓約が実行される行為 

 裁定・判断がなされる行為 

 回収可能な金額を回収するための行為 

 賃貸借に関する権利に対する消滅時効も権利発生から 6 年間とする（同法 20 条）。 

 土地に関する権利に対する消滅時効は、当該権利発生時点から起算して 12 年とする

（同法 9 条）。 

 

基本的には、日本法でいう債権の消滅時効は 6 年、物権の消滅時効は 12 年と理解さ

れ、また、時効の起算点については個別に法律や判例の規定に従って解釈されることにな

る。 

 

 

                                                           
4 http://www.agc.gov.my/agcportal/uploads/files/Publications/LOM/EN/Act%20136.pdf  
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(4) 会社法 

 

マレーシアでは、1955 年に会社法が制定・施行され（The Companies Act 1955、以下

「旧会社法」という。）、2016 年に旧会社法が全面的に改正された（The Companies Act 

2016 Act 777、以下「新会社法」という。）。新会社法は 2017 年 1 月 31 日に一部を除い

て施行され、残部は 2018 年 3 月 1 日に施行された。 

 

ア. 新会社法の構成 

 

新会社法については、その施行後まだあまり年数も経過していないことから

詳細を解説する文献が少ない。 

本報告書でも新会社法について詳細を説明することは避けるが、新会社法の

構成についても記載されている文献が見当たらないことから、ここでは、まず

新会社法の構成について記載する。 

 

第 1 章 序文 

第 2 章 会社の組成及び管理 

第 1 節 会社の種類 

第 2 節 設立及びその効果 

第 3 節 子会社がその持株会社の株主となることに対する制限 

第 4 節 会社の名称 

第 5 節 会社の定款 

第 6 節 会社形態の変更 

第 7 節 一定の種類の会社に適用される規定 

第 8 節 登記上の事務所及び登記 

第 9 節 文書の履行 

第 10 節 年次報告提出義務 

第 3 章 会社の運営 

第 1 節 株式及び資本の維持管理 

第 1 款 株式資本 

第 2 款 株式証明書、所有権、譲渡及び移転 

第 3 款 支払能力証明書 

第 4 款 株主資本の減少 

第 5 款 会社株式の購入に関する当該会社による支援 
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第 6 款 配当 

第 7 款 株式の大量保有 

第 8 款 保管振替制度 - 株式譲渡のための記帳制度又は株券

を不要とする制度 

第 9 款 目論見書 

第 10 款 社債 

第 11 款 割当制限と事業開始 

第 2 節 株主、取締役及び会社役職者 

第 1 款 株主 

第 2 款 取締役 

第 3 款 取締役の義務と責任 

第 4 款 秘書役 

第 3 節 会計及び監査 

第 1 款 財務諸表及び報告 

第 2 款 監査役 

第 1 目 非公開会社監査役に関する規定 

第 2 目 公開会社監査役に関する規定 

第 3 目 監査役に関する一般的規定 

第 4 節 役職者及び監査役に対する補償及び保証 

第 5 節 株主総会 

第 1 款 株主総会及び決議 

第 2 款 非公開会社の書面決議 

第 3 款 株主総会における決議 

第 4 款 株主総会通知 

第 5 款 株主総会手続 

第 6 款 委任状 

第 7 款 種類株主総会 

第 8 款 公開会社に対する追加要件 

第 9 款 株主総会決議及び株主総会の記録 

第 6 節 救済手段 

第 7 節 担保権、和議及び再構成、並びに管財手続 

第１款 担保権 

第 2 款 和議及び再構成 

第 3 款 管財人及び管財人兼経営者 

第 8 節 企業救済メカニズム 
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第 1 款 会社による自主的な和解 

第 2 款 司法による管理 

第 4 章 会社活動の停止 

第 1 節 自主的・強制的清算 

第 1 款 序文 

第 2 款 出資 

第 3 款 自主的清算 

第 4 款 株主による自主的清算 

第 5 款 債権者による自主的清算 

第 6 款 全ての自主的清算に適用される規定 

第 7 款 裁判所による清算 

第 8 款 裁判所による清算における清算人に関する規定 

第 9 款 裁判所による清算における裁判所の一般的権限 

第 2 節 全ての清算に適用される規定 

第 1 款 一般 

第 2 款 証拠及び債権の順位 

第 3 款 他の取引への影響 

第 4 款 違反 

第 3 節 未登録の会社の清算 

第 4 節 登録抹消及び解散会社の資産管理 

第 1 款 登録抹消 

第 2 款 解散会社の資産管理 

第 5 章 雑則 

第 1 節 外国会社 

第 2 節 執行と制裁 

第 1 款 本法の執行 

第 2 款 一般的違反 

第 3 節 一般規定 

第 4 節 旧法の無効化と救済 

 

イ. 新会社法の内容 

 

新会社法では、旧会社法において合理的でないとされたものについて改正が

なされている。旧会社法における規定と比較しつつ、変更された点をいくつか

説明する。 
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(ア) 居住取締役の人数削減 

 

旧会社法では、全ての会社は少なくとも 2 名の居住取締役5が必要とされ

ていたところ、新会社法では、居住取締役は 1 名で足りることとなった。 

旧会社法下においては、人的資源の限界から居住取締役 2 名を確保するこ

とが難しく、やむなく名義貸しなどを利用する日系企業も少なくなかったの

ではないかと思われる。しかし、新会社法下では、居住取締役は 1 名で足り

ることとなり、その他の取締役は、例えば日本に居住を有する者でも良いこ

とから、人材の確保が容易となった。 

この居住取締役の員数に関する新会社法の規定は、居住取締役の員数につ

きあえて記載をした旧法下の定款を引き継いだという事情がない限り当然に

適用される。居住取締役の員数につき、例えば 2 名以上とする等、旧会社法

下の定款において明示的に記載がある場合には、定款変更・廃止の手続を経

る必要がある。 

 

(イ) 定款作成の自由化 

 

旧会社法下では、定款（Memorandum of Association 及び Articles of 

Association）を作成することは法律上の要請であったが、新会社法下では、

会社が独自の定款（Constitution）を作成するかどうかは任意に決められるこ

ととなった。旧法下で作成した定款は、特に会社が変更しなければ新法下で

の定款としてそのまま利用されることになるが、例えば、従前の定款に曖昧

な内容がある場合で、法律記載の内容に従って会社を規律することを求める

必要があるといった事情がある場合、定款を廃止することで規律内容が新法

記載内容と一致することになる。 

この定款廃止の手続は、臨時株主総会（又は開催時期が合えば定時株主総

会）における特殊決議によることになる。 

ただし、定款の廃止については、確かに上記の利点はあるものの、例えば

種類株を発行している会社は、新法が各会社の種類株について個別具体的に

規律していないことから、定款を廃止しても別途種類株を規律する規定が必

要になること、従前定款で規律されていた内容を新法において一覧できない

ため、規律内容を確認するために新法の該当部分を逐一確認する必要がある

                                                           
5 マレーシアに居所がある、すなわち、生活の本拠とする取締役をいう。 
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こと、などから、定款を実際に廃止するかどうかはその必要性を十分に検討

する必要がある。 

 

(ウ) いわゆる一人会社の設立 

 

旧会社法の下では、会社設立時に 2 名以上の株主が必要とされていたた

め、マレーシア企業を日系企業の完全子会社とするためには、まずは親会社

以外の第三者（親会社の別の子会社等）にも株式を引き受けさせ、その後当

該親会社が当該第三者から株式を譲り受けるという方法が採られていた。 

新会社法の下では、いわゆる一人会社の設立が認められ、株主が 1 名でも

会社を設立することができるようになった。このため、日系企業は、完全子

会社を設立することが可能になった。これにより迂遠な手続を回避し、マレ

ーシア法人の設立コスト及び事業運営コストが削減されることになった。 

 

(エ) 非公開会社における定時総会開催義務の免除 

 

旧会社法下の法人は、定時株主総会を 1 暦年に 1 度開催することが必要と

されていた。 

一方、新会社法の下では、非公開会社については定時株主総会の開催義務

が免除されることになった。この趣旨は、非公開会社においては通常は株主

と取締役が兼務されている場合が多く、株主に対する会社の情報開示の要請

が強く働かないという点にあると考えられる。 

一方で、財務的健全性を維持する要請は引き続き強いことから、定時株主

総会を不開催とする会社でも、会計監査の実施と、その内容を含む年次報告

書のマレーシア会社登記所への提出は免除されない。 

 

(オ) 無額面株式の採用 

 

旧会社法下では、会社が株式を発行する際には額面株式が発行されてい

た。額面株式は、株主の出資額が明確であるという点で一定の意味はあった

ものの、当該額面額は必ずしも株式価値を反映するものではないため、額面

額の必要性は高くなかった。 

そこで、新会社法においては、会社の株式発行については無額面株式を発

行することとした。 
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なお、日本では 2001 年（平成 13 年）商法改正により額面株式が廃止さ

れ、無額面株式のみ用いられることになっており、マレーシアは日本の同制

度導入から約 16 年遅れて無額面株式が採用されることになった。 

 

ウ. 会社情報の取得 

 

新会社法等により定め、又、政府に提出すべき情報等は、マレーシア会社登記

所（The Companies Commission of Malaysia、以下「CCM」という。）の登記情報

提供サービスを利用することでかなりの部分を取得することが可能である。 

CCM は、2001 年マレーシア会社登記所法（the Companies Commission of 

Malaysia Act 2001）により定められた組織である。 

CCM の登録情報では、会社によって取得可能な情報の範囲が異なるものの、

基本的には会社組織・許認可等に関する情報として以下の情報を得ることが可能

である。 

 

 旧・現会社名（会社名の変更がある場合には変更日） 

 会社登録番号 

 会社設立日 

 法人の種類 

 法人の存続状態（清算していないか否か） 

 登録上及び事業上の会社所在地 

 事業の種類 

 発行済株式総数・総額（現金出資額・現物出資額が区別されて表示される、

種類株を発行している会社であれば普通株式と区別されて表示される） 

 取締役及び秘書役の情報 

 

会社登記所登録情報は会社登記所の「e-Info6」というサービスを通じて取得す

ることが可能である。なお、e-Info は、登録自体は無料であるものの、情報の取

得は有料である。 

また、新会社法上、マレーシア登記所に対して提出が原則として要求されてい

る設立証書、財務諸表含む年次報告書、及び、株主総会議事録といった文書につ

いても、CCM の e-Info において情報を取得することが可能である。 

                                                           
6 https://www.ssm-einfo.my/ 
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なお、旧会社法においては作成が必要的であるとされていた定款は、上記の

とおり、新会社法においては作成が任意となったため、定款を作成することと

した会社についてのみ、CCM の e-Info において定款の情報を取得することが可

能である。 

 
（e-Info の冒頭画面） 

 

(5) 投資促進法 

 

ア. 法令の内容 

 

マレーシアは、外国資本のマレーシアへの投資を促進するため、投資促進法

（Promotion of Investment Act 1986）を制定し、同法に規定する要件を充足する企

業は所得税制上の優遇を受けることができる。 
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同法に基づいて税制上の優遇を受けるための要件の概要は以下のとおりであ

る。 

 

主な資格要件 

 マレーシア資本が 60%以上、すなわち外国資本が 40%以下であること 

 投資を奨励する事業又は製品の製造に従事する会社であること 

 

優遇措置の内容は、当該企業の生産開始から 5 年間、所得税の優遇を受ける

ことができる。なお、この生産を開始した時点は、製造業の会社であれば製品

の製造、非製造業であれば提供したサービスについて最初の請求書を発行した

時点となる。 

上記の資格要件を充足した場合、パイオニアステータスの取得及び税額免除

措置を受けることが可能となる。 

 

イ. 利用実態 

 

上記のとおり、投資促進法に基づく優遇を受けるための資格要件として、マ

レーシア法人におけるマレーシア資本が 60%以上というものがある。 

一般的に外国企業は、可能であれば 100%外国資本、最低でも過半数が外国資

本で現地企業を設立することを望むのが通常であることから、投資促進法に基

づく優遇措置は、特別な場合を除き、外国資本にとっては利用しにくいものと

なっているのが実情である。 

 

(6) 競争法 

 

ア. 法令の内容 

 

マレーシアでは、2010 年競争法（Competition Act 2010）が 2012 年 1 月に施行

されており、同法を適切に解釈するためのガイドラインが現時点で 6 つ制定さ

れている7。 

                                                           
7 Guidelines on Complaints Procedures, Guidelines on Market Definition, Guidelines on Anti-
competitive Agreements, Guidelines on Abuse of Dominant Position, Guidelines on Financial 
Penalties, 及び Guidelines on Leniency Regime の 6 つ 
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同法では、水平的協定（カルテル）、垂直的協定、及び、支配的地位の濫用

が規制対象となっている。一方、日本では規制対象とされている企業結合につ

いては規制対象として明示されていない点が特徴的である。 

同法の執行機関は、競争委員会法（Competition Commission Act2010）に基づい

て組織される競争委員会であり、政府関係者、学識経験者及び業界関係者によ

り構成される。 

当該委員会の権限及び職務内容は多岐に亘り、競争法及びガイドラインの改

定、官庁に対する助言、そして競争法の執行である。 

2010 年競争法はリニエンシーの制度についても規定しているが、制裁金が減

額されるリニエンシーの申請者数が明文では明らかでない。 

また、同法は国外適用についても規定されており、競争法違反行為がマレー

シア国外で行われたとしても、当該行為がマレーシアにおける競争を阻害する

場合には国外適用される、としている。 

 

イ. 執行状況 

 

競争委員会の審査により、競争法に違反する行為があるとの結論に至った場

合、競争委員会は、当該違反行為をした会社に対して、違反行為の即時停止命令

を下すことができる上に、その違反行為を停止するための対応をするよう求める

ことができる。これに加え、制裁として金銭的制裁や禁錮を命じることも可能で

ある。なお、金銭的制裁の金額は、違反行為が行われた期間の当該行為者におけ

る全世界の売上高の 10％が上限となるとされている。 

競争委員会による競争法の執行状況については、競争委員会のウェブサイトで

公表されている8。 

同ウェブサイトによれば、調査の結果、競争法違反の事実が認められ、同法

40 条により制裁が課された例として以下の件数が挙げられている。 

 

                                                           
8 http://www.mycc.gov.my/legislation/case 
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年 件数 

2012 1 

2013 0 

2014 1 

2015 2 

2016 2 

2017 0 

2018 1 

合計 7 

 

また、同ウェブサイトによれば、調査の結果、競争法違反の事実がないことに

より同法 39 条の通知がなされた例として以下の件数が挙げられている。 

 

年 件数 

2015 6 

2016 1 

2017 2 

合計 9 

 

上記のとおり、公表されている情報によれば、2012 年から 2018 年までの 7 年

間で調査が行われた件数は合計 16 件である。この件数によれば、競争委員会

は、競争法の執行について非常に活発であるということができる。 

 

(7) 汚職・贈収賄関係法令 

 

ア. 法令の内容 

 

マレーシアの贈収賄規制に関する根拠法は、マレーシア腐敗防止委員会法

（Malaysian Anti-Corruption Commission Act 2009）である。なお、Malaysian Anti-

Corruption Commission （Amendment） Act 2018 がすでに公布されており、2019

年から 2020 年にかけて施行される見込みとなっている。 
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(ア) 規制対象 

 

同法では、私人・公人に拘らず、他者による何らかの作為又は不作為の

誘因又は見返りその他として、不正に賄賂を要求し、収受し、収受を約束

し、供与し、供与を約束し又は申出する行為は違法である、としている

（同法 16 条）。 

また、公務員については、公務の作為又は不作為に関係する贈収賄の供

与、申込み、約束は違法であることが別途規定されている（同法 21 条）。 

上記のとおり、同法は、私人に関する贈収賄も違法である旨規定されて

いる点が特徴的である。 

外国公務員に関する贈収賄についても規定があり、同法 22 条は、外国公

務員等に対し、当該外国公務員等の国又は当該外国公務員等が公務を執行

する国際的公共機関の活動又は決定に対する影響力の行使、職務の作為又

は不作為、特定の者の利益となるような契約の締結又は不締結に対する、

誘因又は見返りとして贈与を自ら又は仲介者を通じて供与し、申込み、約

束する行為は違法である、としている。 

 

(イ) 接待・贈答などが許容されると考えられる場合 

 

法律上、違法とされない接待・贈答などの例外規定は規定されておら

ず、たとえ少額・低価値の接待・贈答であっても、同法の適用を受けるの

が原則である。 

一方、1998 年公務に関する回状（the Service Circular No. 3 of 1998）によ

れば、接待・贈答などを公務員において拒絶することが困難と認められる

場合には、当該公務員は贈答品を受け取ることができるが、その受領を所

属部署の長に対し、所定の方式で報告しなければならない、とする。当該

所属部署の長はその裁量により、贈答品を受けることを許可し、又は、当

該贈答品の贈り主への返却を命令することができる。 

また、接待については、当該接待が公務員の職務遂行について、接待を

行った者に有利な形となるような影響を与えない場合で、かつ、当該接待

を受けることが当該公務員の行動規範に抵触しない場合、こうした接待を

受けることを認めている9。 

                                                           
9 贈答品の具体例とその対応・帰結については以下の URL を参照されたい。 
https://www.sprm.gov.my/index.php/en/gift-enquiry 
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イ. 執行状況 

 

マレーシア汚職防止委員会は、汚職の嫌疑により逮捕した人数を公式ウェブ

サイト10で公開しており、こうした活動状況に鑑みると、同委員会が汚職の取締

りを積極的に行い、捜査・訴追していると考えることができる。 

2015 年以降現在までの逮捕者数は以下のとおりである。毎年概ね 900 人前後

の被疑者を逮捕している。 

 

年 逮捕者数（人） 

2015 841 

2016 939 

2017 879 

2018 894 

2019（2 月まで） 154 

 

2018 年 5 月に発足したマハティール政権は、前政権であるナジブ政権におけ

る１MDB 事件をはじめとする汚職疑惑を受け、汚職撲滅を公約として掲げてい

ることから、今後もマレーシア汚職防止委員会の取締りは積極的に行われるも

のと見られる。 

なお、贈収賄の捜査・訴追における基準については、汚職防止委員会法又は

その規則では、贈収賄における最低額を規定していない。このため、同法に反

して汚職の罪を犯したと推定される者についても、もし当該人物が汚職の意図

を有している場合、賄賂の価値にかかわらず起訴するというのがマレーシア現

地弁護士の一般的な見解である。 

具体的な事案では、2016 年 12 月には、押収されたバイクを取り戻すため警察

官に 200 マレーシアリンギット（日本円で約 5,500 円）を支払ったために同法に

より訴追されたとしたニュースがあった。 

(8) 知的財産法 

ア. 法令の内容 

 

マレーシアは知的財産権に関する法制度を広く整備されている。具体的には、以

下の主な法律及びその下位規則が整備されている。 
                                                           
10 https://www.sprm.gov.my/index.php/en/enforcement/statistics-on-arrests 
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 1976 年商標法（Trade Marks Act 1976） 

 1983 年特許法（Patents Act 1983） 

 1987 年著作権法（Copyright Act 1987） 

 1996 年工業意匠法（Industrial Designs Act 1996） 

 2000 年地理的表示法（Geographical Indications Act 2000） 

 2000 年集積回路レイアウトデザイン法（Layout-Designs of Integrated Circuits 

Act 2000） 

 2004 年植物新品種保護法（Protection of New Plant Varieties Act 2004） 

 2011 年取引表示法（Trade Descriptions Act 2011） 

 

各法律の詳細な内容については割愛するが、内容についても一通りの規定は網

羅されているということができる。 

例えば、職務発明に関する取扱いについては、1983 年特許法 20 条に規定があ

り、使用者及び発明者（従業員）の雇用契約に別途定める規定がない限り、特許

を受ける権利は使用者に帰属すると規定する（同条 1 項、2 項）。 

 

なお、同条 1 項は以下の 2 点について規定している。 

1. 職務発明に関する基本的な立場として、雇用契約において特段の規定がな

い限り、雇用契約に基づく発明者（従業員）の労働の範囲内で生まれた発

明については使用者が権利を有すること。 

2. 発明の価値が使用者及び発明者（従業員）双方における合理的な予想を超

えて高くなった場合で、かつ当該事態に対して雇用契約において特段の規

定がない場合、裁判所により発明者（従業員）に対する報償が決められる

こと。 

 

また、同条 2 項は以下の 2 点について規定している。 

1.  雇用契約上、発明者（従業員）が発明活動に従事することとされていな

い場合でも、当該発明者（従業員）が、使用者の保有するデータや手段に

より発明をした場合、当該発明に基づく権利は、雇用契約において特段の

規定がない限り使用者が権利を有すること。 

2.  発明者（従業員）が報償を受け取ることができる場合で、かつ、雇用契

約において特段の規定がない場合には、裁判所が、発明者（従業員）の給

与、発明の経済的価値、及び発明に起因してもたらされた使用者の利益を

勘案して決められること。 
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マレーシアの知的財産法制は、他の先進国における知的財産法制と比べると改

善が必要であると指摘されることも多いが、上記の職務発明に関する規定など、

必要な規定については一応網羅されていると考えることができる。 

 

イ. 知的財産権の確認方法 

 

こうした法律に基づいて政府に登録された知的財産権については、2002 年マ

レーシア知的財産公社法（Intellectual Property Corporation of Malaysia Act 2002）

に基づいて設立されたマレーシア知的財産公社（MyIPO）のウェブサイト（注

10）において広く公開されており、容易に情報を取得することができる。 

例えば、商標について、マレーシアにおいても店舗数の拡大を続けており、マ

レーシア人にとっても馴染みのある「AEON」という語句についての商標登録に

ついて検索すると、以下のような結果となる。 

 

 

 

検索結果では、登録件数、登録者、登録番号、登録された商標イメージといっ

た情報を得ることが可能である。 
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ウ. 執行状況 

 

マレーシアは他の多くの ASEAN 諸国と同様、まだ海賊品・模倣品が流通して

おり、都市部には海賊品・模倣品を商品として取り扱う商店が集合するビルが

存在するなど、未だ知的財産権に関する国民の意識が高いとはいえない状況に

ある11。 

知的財産権保護のための上記各法執行の機関は、マレーシア国内取引・協同組

合・消費者庁（Ministry of Domestic Trade, Cooperative and Consumerism、以下

「MDTCC」という。）であり、同庁は知的財産権侵害に関する調査権限を有し

ている。 

また、医薬品、たばこ、文房具、インク・カートリッジ、映画、音楽及びソフ

トウェアなど、知的財産権が関連する各分野において、各種協会が設立・運営さ

れるなど、官民が協働して知的財産権保護に向けた活動がなされている。 

近時、法律事務所に対し、「MDTCC による、Microsoft Office 等のオフィスソ

フトウェアの海賊版に関する立入調査があったが、この立入調査は合法なの

か？」という相談が複数寄せられている。上記のとおり、MDTCC は、オフィス

ソフトウェアに関する知的財産権、具体的には著作権に関する調査権限を有して

おり、MDTCC は、マレーシアの都市部だけではなく、地方都市でもこうした調

査を活発化させている様子が伺える。 

 

(9) 労働法 

 

ア. 法令の内容 

 

マレーシアでは、以下の法律をはじめとして様々な労務関係の法令が定めら

れている。 

 

 1955 年労働法 （The Employment Act 1955） 

                                                           
11 なお、模倣品対策の状況については 2013 年 3 月 JETRO 作成にかかる「模倣対策マニ

ュアル マレーシア編」を参照されたい。 
http://www.globalipdb.inpit.go.jp/jpowp/wp-
content/uploads/2013/09/77fdc37d8ef122e0cfbe833538551e68.pdf 
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 1967 年労使関係法 （The Industrial Relations Act 1967） 

 1969 年労働者社会保障法 （Employees’ Social Security Act 1969） 

 1991 年労働者準備基金法 （Employees Provident Fund Act 1991） 

 1994 年職業上の健康と安全に関する法律 （Occupational Safety and Health 

Act 1994） 

 2012 年最少退職年齢法 （Minimum Retirement Age Act 2012） 

 

上記のとおり、1955 年労働法はマレーシアの半島部分にのみ適用され、ボル

ネオ島部分に所在するサバ州とサラワク州については 1950 年サバ州労働条例

（The Labour Ordinance 1950）及び 1952 年サラワク州労働条例（The Labour 

Ordinance 1952）がそれぞれ適用される。 

マレーシアはコモンローを採用する国であるため、上記をはじめとする法令

に規定されない部分については裁判所による判断により確定されることにな

る。 

 

なお、労働者の中でも、1955 年労働法の適用を受ける労働者とそうでない労

働者に区別される点は留意が必要である。 

1955 年労働法における労働者は以下のとおり規定されている。 

 

 職業に関係なく、月給 2,000 リンギットを超えない雇用契約を締結した者 

 賃金額に関係なく、以下の内容の雇用契約を締結した者 

 単純肉体労働 

 機械駆動車の作業・メンテナンス 

 単純肉体労働者の監督に従事 

 マレーシア船籍の船舶業務 

 メイド 

 

上記に該当する労働者については 1955 年労働法の保護を受け、それ以外の労

働者については、原則として、使用者との間で締結される雇用契約に基づいて

労使関係が規律されることになる。 

例外的に、1955 年労働法のうち、産休については全女性労働者に対して、セ

クシャルハラスメントに関する規定は全労働者に対してそれぞれ適用される。 

 

イ. 解雇に関する規制内容 
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一般的には、マレーシアの労働関係法制は労働者保護に傾いていると言われ

ているが、これは、以下で説明する解雇に関する規制に起因すると考えられ

る。 

まず、マレーシアでは、使用者が労働者を解雇する際、労働者は雇用契約に

おける契約終了条項に常に依拠することができる一方、雇用者は依拠するとす

ることができないとされており、また、絶対的契約終了条項（雇用契約終了条

項が雇用契約に記載されている限り、その条項に従いさえすれば労働者を解雇

できるとするもの）は無効とされている。 

そして、使用者が労働者を解雇する場合、「正当事由」（Just Cause or/and 

Excuse）が必要であるとされており、その要素は以下の 3 つである。 

 

 違法・不正行為（Misconduct） 

 能力不足（Poor Performance） 

 余剰人員であること（Redundancy） 

 

解雇に関する紛争は 1967 年労使関係法において規定される労使関係裁判所に

よって判断されることになり、解雇が不当であると判断された場合、労働者の

採りうる選択肢は 2 つあり、1 つは復職、もう 1 つは未払賃金及び/又は保証金

の支払である。一般的には後者が選択される。この賃金には手当やボーナスも

含むとされている。 

上記のとおり、マレーシアにおいては労働者の解雇に際しては制限があり、

不当解雇と扱われないよう、細心の注意が必要となる。 

 

ウ. 定年の取扱い 

 

マレーシアでは、2012 年最少退職年齢法が 2013 年 1 月 1 日に施行されるまで

は定年に関する法律が存在せず、一般的には男性 55 歳、女性 50 歳を定年とす

る例が多かったものの、各企業により取扱いが異なっていた。 

上記法律が制定されたことにより、定年は男女とも 60 歳未満とすることがで

きないとされている。 

マレーシアも今後高齢化社会を迎えることが見込まれていることから、この

最少退職年齢についても法改正により今後引き上げられていく可能性が高い。 

 

(10) 個人情報保護法 
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ア. 法令の内容 

 

マレーシアでは、2010 年に 2010 年個人情報保護法（Personal Data Protection 

Act 2010。以下「PDPA」という。）が成立し、2013 年 11 月 15 日から施行され

ている。 

PDPA では、保護されるべき個人情報が 4 条で定義されており、商取引に関連

するものに限定されている。このため、PDPA において保護されるべき情報は、

単なる個人的な情報ではなく、商取引に関連する個人情報に限定されることに

なる。 

 

このため、クラブ活動などで作成される名簿などは商取引に関連するもので

はないと考えられることから、この個人情報に該当しないと考えられる一方、

企業が行うアンケートなどは一般に商用目的で利用されると考えられることか

ら、PDPA において保護されるべき個人情報に該当すると考えることができる。 

PDPA が適用される対象者は、商取引に関する個人情報を処理する者及び当該処

理を管理する者、とされている。 

 

また、個人情報保護に関する 7 つの基本原則が 5 条に規定されており、同条

以下の規定はこの基本原則に基づいて規定されている。 

各原則の詳細は割愛するが、具体的には、一般原則（同法 6 条）、通知・選

択原則（同法 7 条）、開示原則（同法 8 条）、秘密保護原則（同法 9 条）、保

持原則（同法 10 条）、情報の完全性・一貫性原則（同法 11 条）、及び、アク

セス原則（同法 12 条）が規定されている。 

 

さらに、各国の個人情報保護法においては、個人情報の国外移転を制限する

規定が設けられている場合が多く、PDPA においても個人情報の国外移転につい

ては原則禁止している（同法 129 条）。 

 

この国外移転の原則禁止の規定は、例えば日系企業のマレーシア子会社が収

集した個人情報が PDPA の適用を受ける場合、当該情報を親会社が共有しよう

とする場合などに問題となりうる。 

この国外移転は、情報主体が同意した場合や、情報処理者と情報主体との間

の契約履行に必要な場合など、情報主体が認める場合や訴訟手続において必要
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な場合等公権力の行使に関わる場合、または、個人情報保護委員会が指定する

国・地域に移転する場合に認められる。 

個人情報保護委員会が指定する国・地域については、2017 年にパブリックコ

メントが募集されており、その対象として日本も挙げられているが、本調査報

告書作成時点では指定をする手続は進んでいない。 

 

イ. 執行状況 

 

上記アのとおり、PDPA が施行されてから 5 年余りしか経過していないため、

PDPA 違反についての摘発については、本報告時点で 5 件しか公表されていな

い。 

公表されている摘発事例は以下のとおりである12。特定の会社名や具体的な処

分内容は明示されていない。 

 

                                                           
12 http://www.pdp.gov.my/index.php/en/pusat-media/berita/989-pengguna-data-yang-telah-
dikenakan-tindakan-di-bawah-akta-perlindungan-data-peribadi-2010-akta-709 
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年 業界 違反内容 処分内容 

2017 

ホテル 

PDPA16 条 4 項: 

登録認証を欠くデ

ータ処理 

PDPA5 条 2 項: 対

象者の同意のない

個人情報の処理 

以下のいずれか 

 合計 20,000 リ

ンギット以下の

罰金（各違反に

ついて 10,000

リンギット以

下） 

 8 ヶ月の収監 

教育 

PDPA16 条 4 項: 

登録認証を欠くデ

ータ処理 

以下のいずれか 

 10,000 リンギッ

ト以下の罰金 

 3 ヶ月の収監 

人材紹介 

PDPA16 条 4 項: 

登録認証を欠くデ

ータ処理 

10,000 リンギット以

下の罰金 

教育 

PDPA16 条 4 項: 

登録認証を欠くデ

ータ処理 

10,000 リンギット以

下の過料 

2018 人材紹介 

PDPA16 条 4 項: 

登録認証を欠くデ

ータ処理 

10,000 リンギット以

下の罰金 

 

上記の 5 件は、ホテル業に関して 1 件、教育業及び人材紹介業に関してそれ

ぞれ 2 件ずつとなっている。いずれの業種も従業員の個人情報のみならず、顧

客の個人情報を多く扱う業種であることから、今後もこうした多くの個人情報

を扱う業種については、PDPA 違反についての取締りが実施される可能性が高

い。 

加えて、今後は、時の経過に伴って PDPA が広く社会に認知されるようにな

ると、単に従業員の個人情報を取り扱うのみであるといった業種についても違

反の取締りが実施される可能性がある。 
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(11) 内部通報者保護 

 

ア. 法令の内容 

 

マレーシアでは、内部通報者保護法（Whistleblower Protection Act 2010）が

2010 年に制定・施行されている。 

同法の趣旨は、企業内の腐敗及び不正行為の防止にあり、同法に基づいて企

業は内部通報者保護制度を整備することになるが、現在のところ、全ての会社

が内部通報保護制度を整備することまでは義務とされていない。 

一方で、全世界的なコンプライアンス意識の高まりの中、マレーシアでもコ

ンプライアンスの観点から内部通報者保護制度を整備する会社も増えている。 

 

同法では、主に以下の規定が設けられている。 

 

 公益通報者の身元情報や通報された内容については秘密が守られ、当該通

報に基づく訴訟の継続中であっても、何人に対しても秘密が開示されない

（同法 7（1）（a）条）。 

 公益通報者は、通報の結果、いかなる民事的、刑事的、又は懲罰的責任を

負わされない（同法 7（1）（b）条）。 

 公益通報者の関係者も保護の対象となる（同法 7（3）条）。 

 

上記規定を遵守するため、内部通報者保護制度の運用にあたっては、同法に従

い、通報者に不利益が生じないよう留意する必要がある。 

上記のとおり、同法は、会社が通報者を保護する社内規則を定める義務を課

しているわけではないものの、実務上は、通報制度の円滑な運用のために、内

部通報に関する社内規則（Whistleblowing Policy）を設けるのが一般的である。 

 

イ. 実施状況 

 

上記アのとおり、会社が同法に基づいて内部通報者保護制度を整備する義務

を負っているわけではない。 

また、内部通報者保護に関する制度の整備状況に関する調査報告なども見当

たらないことから、マレーシア企業全体のうち、どの程度の企業が内部通報者

保護制度の整備を行っているのか、という点は明らかではない。 
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しかし、日本ではすでに 2006 年に公益通報者保護法が施行されていることを

受けて、マレーシア所在の日系企業の中でも内部通報保護制度を整備する会社

が増加している傾向がある。 

 

2. 民商事紛争解決制度及び運用の実態 

 

(1) 民事裁判制度13 

 

上記第 1 の 2 歴史の点でも述べたとおり、マレーシアはかつて英国の植民地であ

り、現在も英連邦の一員であることから、コモンローを採用しており、かつ、マレ

ーシア固有の事情に応じた個別の制度が採用されていることを除けば、他の英連邦

と比べてもコモンローの制度を多く採用しているといわれている。 

コモンローの法体系においては、成文法から明らかでない部分については、民事

裁判の結果としての判例の蓄積によって規律されることになるため、民事裁判制度

が整備されている点は非常に重要であるということができる。 

マレーシアの普通裁判所の構造は以下のとおりである。 

 

 

                                                           
13 マレーシアの裁判制度については、「アジア諸国の司法改革」JETRO アジア経済研究

所において非常に詳細に説明されている。 
https://ir.ide.go.jp/?action=repository_uri&item_id=30283&file_id=26&file_no=1 

連邦裁判所

控訴裁判所

高等裁判所

セッションズ裁判所

治安判事裁判所
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上記普通裁判所とは別に、イスラム法（シャリーア）その他の属人的な法律を適

用する属人裁判所がある。 

また、上記第 2. 1（9）の労働法の点で記載した労使関係裁判所については、特殊

な裁判所として位置づけられており、上記普通裁判所の系統とは別個の裁判所とし

て扱われる。 

 

裁判手続及び結果については公開されており、すでに個別の事件番号等詳細情報

を得ている場合には、法律事務所・弁護士に依頼し、裁判所の訴訟情報取得サービ

ス「e-Service14」を用いて情報を取得することが可能である。訴訟記録等の取得につ

いては有料であるものの、訴訟の期日に関する情報等、アカウントログインが不要

な情報については誰でも無料で取得が可能である。 

e-Service では、個別の事件番号を把握している限り、終結案件だけではなく、係

属中案件に関する情報についても取得することが可能である。 

また、事件に関する情報が事前に必要になるものの、事件を管轄する裁判所に直

接赴き、必要な手続と費用の支払を経て事件情報を取得することが可能である。 

                                                           
14 https://efs.kehakiman.gov.my/EFSWeb/ 
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（裁判所の e-Filing System の検索画面） 

 
 

マレーシアは、コモンローを採用していることから、裁判手続が国民の権利に直

接関わっており、一般的に裁判手続に対する信頼が高い。 

このため、契約書等において紛争解決条項を設ける際、特殊な内容の合意でない

限り、以下に述べる仲裁手続ではなく、裁判手続を選択することがほとんどであ

る。 

 

また、言語については、近時は国語であるマレー語の使用率が高いとされている

ものの、英語も使用されているといった状況である。 
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(2) 外国判決について 

 

日本を含む外国の裁判所において下された判決をマレーシア国内において執行で

きるか否かについては、1958 年判決相互執行法（Reciprocal Enforcement of Judgment 

Act 1958）の規定に従うことになる。 

同法によれば、以下の国における判決は、裁判所に対して登録を行うことにより

マレーシア国内で執行することが可能であるとするが、日本が含まれていない。 

 

 英国 

 香港 

 シンガポール 

 ニュージーランド 

 スリランカ 

 インド（一部地域を除く） 

 ブルネイ 

 

このため、同法に従う限り、日本の裁判所による判決は、同法に基づいてマレー

シア国内で執行することができず、当事者は、マレーシア国内の裁判所で判決を受

けることが必要になると考えられる。 

 

(3) 調停手続 

 

マレーシアでは、2012 年調停法（The Mediation Act 2012）が 2012 年に施行されて

おり、調停が裁判外紛争解決手段として用いられている。 

調停手続を行うマレーシア調停センター（Malaysian Medeiation Centre）は、マレー

シア弁護士会（Bar Council Malaysia）内に設置されている。 

紛争当事者が調停手続において合意に至った場合、当事者間で拘束力のある合意

書が締結されることになり（同法 13 条、14 条 1 項）、その後に同じ紛争内容につい

て同じ当事者間で裁判手続が開始された場合、当該合意書は判決と同じ役割を果た

すものとして当該裁判所に記録されることになる（同法 14 条 2 項）。 
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(4) 仲裁手続 

 

仲裁手続も裁判外紛争解決手段として用いられる。 

マレーシアでは、2005 年に 2005 年仲裁法（The Arbitration Act 2005）が施行され、

また、2018 年には、2011 年の改正に続く 2 度目の改正がなされ、2018 年改正仲裁法

（The Arbitration （Amendment） （No. 2） Act 2018）が施行されている。 

 

マレーシアの仲裁機関は、2018 年まではクアラルンプール地域仲裁センター

（Kuala Lumpur Regional Centre for Arbitration）と称していたが、同年に組織変更を行

い、アジアの仲裁地の中心的な役割を果たすことを企図してか、アジア国際仲裁セ

ンター（Asian International Arbitration Centre、以下「AIAC」という。）と改称し、現

在アジアの仲裁機関として多く利用されている香港及びシンガポールの仲裁機関と

仲裁件数を競おうとする姿勢を鮮明に打ち出している。 

AIAC が公表15しているように、マレーシアにおける仲裁件数は増加傾向にあると

いえる。 

 

マレーシアは外国仲裁判断の承認執行に関する条約、いわゆるニューヨーク条約

を批准しており、マレーシアにおける外国仲裁判断の承認・執行手続については、

2005 年仲裁法 38 条 1 項に規定されているため、同条項に従って外国仲裁判断はマレ

ーシアにおいて承認・執行される。 

 

  

                                                           
15 https://www.aiac.world/wp-content/uploads/2018/CIPAA%20Report%202018.pdf 



39 
 

第３ 日系企業・在留邦人が直面する法的問題の実態及びこれに対する対応の在り方 

 

当職は、本調査業務遂行中、在マレーシアの日系企業及び在留邦人がどのような

法的問題に直面し、また、直面した問題に対してどのような対応を採っているのか

について、日系企業、在留邦人、日本法曹有資格者、日系諸機関、マレーシア弁護

士会に対し、主に在マレーシア日本人商工会の協力を得ながら、アンケートを実施

し、また、ヒアリングの手法による調査を行った。 

以下では、上記のアンケート及びヒアリングの結果をもとに、マレーシアにおけ

る日系企業及び在留邦人が直面している法的な問題の実態とこうした問題に対する

対応について説明したい。 

 

1. 日系企業が直面する法的問題の実態及びこれに対する対応の在り方 

 

(1) 日系企業が直面する法的問題の実態 

 

ア. （前提） 日系企業の進出状況 

 

マレーシアに進出している全ての日系企業が在マレーシア日本人商工会議所

に所属しているわけではないと考えられるが、同所に所属している会員数は、

2018 年 9 月時点で 595 社である。 

JETRO が公表している資料16によれば、2016 年 12 月時点で 1,396 社（製造業

712 社、非製造業 684 社）とされている。 

当職は、主に在マレーシア日本人商工会議所を通じ、以下のアンケート及び

ヒアリングを実施し、日系企業が直面する法的問題の実態を把握しようと試み

た。 

 

(ア) 日系企業向けアンケート 

 

当職は、在マレーシア日本人商工会議所に依頼し、すでにマレーシアに進出

し、同所に所属する日系企業に対してアンケートを実施した。同所のうち、ク

アラルンプールを中心とする首都圏では、各企業の業務分野に応じて、工業部

会、貿易部会、金融部会、及び、流通サービス部会が組織され、おおむね毎月

                                                           
16 https://www.jetro.go.jp/world/asia/my/basic_01.html 
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1 回、同所において部会が開催されている。当職は、各部会を訪問し、本アン

ケートを実施した。 

また、同所は、ペナン、ジョホール、ペラ、及び、マラッカの各地域部会を

組織しており、当職はペナン地域部会に出席し、本アンケートを実施した。ア

ンケートにおける質問内容は別紙 1「基本的質問事項 1 （企業担当者様向

け）」記載のとおりであり、その回答は別紙 2「基本的質問事項 1 （企業担当

者様向け）集計結果」のとおりである。 

日系企業 78 社から回答を受けることができた。 

なお、本アンケートは、各日系企業が抱える個別の問題を記述式で回答させ

る項目があることから、匿名で実施した。 

 

(イ) 日系企業向けヒアリング 

 

上記（ア）において実施したアンケート結果のうち、特に記述式回答部分の

内容をさらに掘り下げるべく、ヒアリングに応じることを了解した企業担当者

に対してヒアリングを実施した。このヒアリングについても、上記（ア）のア

ンケートと同様、ヒアリングに応じた企業が抱える問題を開示することを避け

るため、匿名で実施した。 

ヒアリング結果の概要は別紙 3「日系企業ヒアリング結果」のとおりであ

る。 

 

イ. 日系企業をサポートする公的組織・機関 

 

日系企業のマレーシア進出及びマレーシア現地での日系企業の事業運営をサ

ポートする公的な組織・機関がいくつか存在しており、日系企業が抱える法的

問題の調査についてはこうした組織・機関に対するアンケート及びヒアリング

の実施が必要であると考え、以下の組織・機関に対してアンケート及びヒアリ

ングを実施した。 

 

(ア) 在マレーシア日本人商工会及び JETRO クアラルンプール事務所へのアンケー

トの実施 

 

当職は、在マレーシア日本人商工会及び JETRO クアラルンプール事務所に対

して、日系企業の抱える法的問題に関連するアンケートを実施した。アンケー

トの質問項目は別紙 4「別紙 04 基本的質問事項 4 （JETRO JACTIM）」及び別
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紙 5「基本的質問事項 5 （官庁等）」のとおりであり、各組織・機関からの回

答は別紙 6「基本的質問事項 4 回答 JACTIM」及び別紙 7「基本的質問事項 4 

回答 JETRO」のとおりである。 

 

(イ) 在マレーシア日本人商工会へのヒアリングの実施 

 

上記（ア）で得られた回答をもとに、日系企業の抱える法的問題に関する相

談を多数受け付けてきたと考えられる在マレーシア日本人商工会事務局に対し

てヒアリングを実施した。ヒアリング結果の概要は別紙 8「日本人商工会事務局

ヒアリング結果」のとおりである。 

 

ウ. 在マレーシア日本法曹有資格者に対するアンケート 

 

当職は、マレーシアで活動する日本法曹有資格者に対するアンケート調査を

実施した。2019 年 2 月時点においてマレーシアで活動していると当職が理解し

た全ての日本法曹有資格者が所属する組織から回答を得ることができた。アン

ケートは匿名で行った。 

日本法曹有資格者に対するアンケート項目は別紙 9「質問事項 3 （現地日系

法律事務所・現地にいる日本法弁護士）」のとおりであり、得られた回答結果

は別紙 10「基本的質問事項 3 回答 現地にいる日本法弁護士」のとおりであ

る。 

 

エ. 小括 （日系企業が直面していると考えられる法的問題） 

 

上記ア乃至ウの内容を踏まえると、日系企業は以下に列挙する法的問題に直

面していると考えることができる。 

 

① 法律の内容を把握することは容易だが、政令・ガイドライン等下位の規

則が公開されていない、公開されていてもマレー語版のみ公開されてい

るため、下位規則について内容を確認することが困難である（アンケー

ト結果 2-1、日系企業ヒアリング結果 A 社）。 

 

② 上記①に関連し、日系企業が行おうとする事業に関するライセンスの要

否が判断しにくい、又、ライセンスが必要であると判断ができても、当

該ライセンスの具体的な取得方法について不明確な場合がある。また、
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ライセンスの付与に関し、一定の条件を満たせば取得が可能とされてい

るわけではなく、当局に広い裁量が残されている（アンケート結果 2-1、

日系企業ヒアリング結果 A 社・B 社）。 

 

③ 上記①に関連し、日系企業が行おうとする輸出入についての規制が明確

でなく、当局の場当たり的とも言える対応に振り回される場合がある

（アンケート結果 2-1）。 

 

④ 労働者保護に傾いている労働法制に関係し、労務に関係する問題が発生

している。具体的には、現実的ではない労働法制を遵守しようとするこ

とで事業運営に支障が発生している。また、従業員の解雇が困難な制度

となっており、従業員を解雇した際に（元）従業員との間で解雇に関す

る紛争・訴訟になる場合がある（アンケート結果 2-1、日系企業ヒアリン

グ結果 C 社）。 

 

⑤ マレーシア現地資本の企業との取引において、日系企業が当該現地企業

に対して債権を有する場合に、当該現地企業が債務の履行をせず、回収

が困難となる場合がある（アンケート結果 2-1、日系企業ヒアリング結果

D 社）。 

 

(2) 日系企業が直面する法的問題への対応の実情 

 

当職の調査の過程で明らかになった上記（1）記載の法的問題に対し、多くの日系

企業の対応の実情は以下のとおりである。 

 

ア. 下位規則に対するアクセス、明確性 

 

マレーシアでは、下位規則を含めて一般的には広く法令が公開されているこ

とから、一般的には、所轄官庁等のウェブサイトにアクセスし、法令が公開さ

れているページまでたどり着くことができれば、通常は法律及びその下位規則

も含めて確認することが可能である。 

このため、例えばマレーシア人弁護士が下位規則にアクセスしようとする場

合、すでに所轄官庁等のウェブサイトの構造について認識していると見られる
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ことから、彼らがアクセスすることについてはさほど困難はないものと見られ

る。 

その一方で、こうした確認作業に慣れていない者にとっては、求める下位規

則について、そもそもどの官庁が所管しており、どうすれば確認できるか必ず

しも明らかでなく、アクセスが困難であると感じることも多いと考えられる。 

このような場合、多くの日系企業はマレーシアの現地法律事務所に対して調

査を依頼することにより対応していると考えられる。 

また、日系企業内またはその関連会社の法務部門が、下位規則の確認のため

に直接所轄官庁に照会をすることにより当該下位規則にアクセスするといった

例もあるようであった。 

 

イ. ライセンスの要否、取得方法、所轄官庁の裁量 

 

事業運営に必要なライセンスを欠くことは、企業の事業運営に致命的な影響

を及ぼすことから、多くの日系企業は、ライセンスの要否、必要として取得方

法が明らかではない場合、通常はマレーシア現地法律事務所に調査及びその取

得手続を依頼することで対応する場合が多いと見られる。 

上記のとおり、ライセンスに関連する問題点は、企業の事業運営に大きな影

響を及ぼしかねないことから、自社で対応している例は多くないのではないか

と考えられる。 

 

ウ. 輸出入に関する規制 

 

輸出入に関する規制については、実際に法令のアップデートが頻繁に生じる

ため、日系企業が最新の法令について把握することが困難であるのみならず、

当該法令を実施する所轄官庁の方でも、最新の法令を十分に理解した上で実施

することが困難なのではないかとも考えられる。こうした事情から、所轄官庁

の担当者の場当たり的な対応に日系企業も対応に追われる、という状況に陥っ

ているのではないかと見られる。 

こうした状況は制度・システムの問題によるところも大きく、従前と同様、

逐次対応していくしかないと考えられる。 
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エ. 労務問題 

 

労務問題、特に解雇については、解雇された（元）従業員は、処分後 1 ヶ月

以内であれば労使関係裁判所に容易に訴えを提起することができることから、

日系企業としても紛争を回避するため、マレーシア現地法律事務所を利用して

対応している例が多いのではないかと見られる。 

また、例えば残業時間に関する規制等、必ずしも現実的といいにくい労働法

制について、企業の実態を踏まえてどのように対応するか、といったコンプラ

イアンスに関する相談についても、企業自身が所轄官庁に対応方針を照会して

しまうと、照会の方法に慣れていないことにも起因して匿名性が確保できない

おそれがある、という理由でマレーシア現地法律事務所に対応を依頼するとい

う例もあった。 

なお、在マレーシアの人材紹介業を営む事業者には労務に関して事実上のア

ドバイスを行っているものもあることから、こうした人材紹介業者に相談して

初期的な対応策を検討するとする日系企業もあるようであった。 

 

オ. 債権回収 

 

債権回収については、未回収となっている債権額が高額である場合、多くの

日系企業はマレーシア現地法律事務所に依頼して、債務者に対して、文書での

催告とそれに続く訴え提起をしている模様である。 

一方、日系企業に対するアンケートの回答において多くの日系企業が回答し

たとおり、訴訟については費用、特に弁護士費用が高額になることを懸念して

いることもあり、未回収の債権額が弁護士費用に見合わないとみられる場合、

催告を行うことに留める例もあるようであった。 

また、未回収となっている債権が事実上回収不能であると日系企業が判断し

ている場合、税務上損金算入をするため、回収努力をしたことを示すものとし

て催告書のみ債務者に送付することとし、この催告書の作成及び送付をマレー

シア現地事務所に依頼する例も見られた。 
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2. 在留邦人が直面する法的問題の実態及びこれに対する対応の在り方 

 

(1) 在留邦人が直面する法的問題の実態 

 

ア. 在留邦人の状況 

 

外務省の海外在留邦人数調査統計平成 30 年（2018 年）版17によれば、マレー

シアの 2017 年 10 月 1 日時点の在留邦人数は 24,411 人であり、米国、中国、オ

ーストラリア、タイ、カナダ、英国、ブラジル、ドイツ、フランス、韓国、シ

ンガポールに次いで、世界で 12 番目に多い在留邦人数となっている。 

マレーシアの在留邦人数は、過去 5 年間、前年比 3 乃至 5％の割合で増加して

いることから、今後も増加が見込まれている。 

この理由としては、日系企業の進出と現地での事業拡張に伴う駐在員及びそ

の家族の増加というものに加えて、マレーシアにはマレーシア・マイ・セカン

ド・ホーム（Malaysia My 2nd Home 以下「MM2H」という。）ビザという滞在

プログラム18があり、マレーシア国外における一定の収入があることを証明する

など、必要な要件を満たす限り取得が可能であるとされており、日本人の

MM2H ビザ取得者数合計は中国に次いで 2 番目に多いことから、MM2H ビザ取

得者がマレーシアに滞在している点もその理由に挙げることができる19。 

 

イ. 在留邦人向けアンケート 

 

在留邦人向けアンケートについては、質問項目をオンラインで掲載する方法

で回答を募った。その結果、マレーシア在留邦人のうち、87 名から回答を得る

ことができた。在留邦人向けアンケート項目は別紙 11「基本的質問事項 2 （在

留邦人向け）」のとおりであり、回答は別紙 12「基本的質問事項 2 （在留法人

向け）集計結果」のとおりである。 

                                                           
17 https://www.mofa.go.jp/mofaj/toko/page22_000043.html 
18 http://www.mm2h.gov.my/index.php/en/ 
19 なお、MM2H ビザは就労ビザではなく、あくまで滞在ビザとしての性格を有するのみ

であり、MM2H ビザを利用してマレーシアに滞在している者は、その者が 50 歳以上であ

る場合、当局の承認を条件に週 20 時間以内のパートタイムでの労働は認められるが、50
歳未満の者、50 歳以上であっても当局の承認を得ていない者についてはマレーシア国内

での就労は認められていない。 
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ウ. 小括（在留邦人が直面していると考えられる法的問題） 

 

上記イのアンケートから、マレーシア在留邦人が直面していると考えられる

主な法的問題は以下のとおりである。 

 

① 就労ビザ・滞在ビザに関する問題 

 

就労ビザ及び滞在ビザの発給手続が想定したより長期にわたる、とい

う問題がアンケート回答の多数を占めた（アンケート結果 2-1）。 

また、すでに就労ビザ及び滞在ビザを取得している在留邦人が当該ビ

ザの更新をする際にも時間を要したとの回答があった（アンケート結果

2-1）。 

 

② 賃貸借契約に関する問題 

 

マレーシアでは、邦人含む外国人も一定の条件を満たすコンドミニア

ムを購入することが可能である。ただ、多くの在留邦人はコンドミニア

ム又は戸建ての家を賃借して滞在するため、貸主との間で、借主として

賃貸借契約を締結することが必要になる。そして、この賃貸借契約の内

容が必ずしも明確でないという理由でトラブルになっている、というア

ンケート回答があった（アンケート結果 2-1）。 

また、賃貸借契約締結時に貸主に対して預けた敷金・デポジットが、

賃貸借契約終了後に返還されずにトラブルとなった、という回答も複数

あった（アンケート結果 2-1）。 

 

③ 交通事故に関する問題 

 

マレーシアは、日本と同様、運転免許に関するジュネーブ条約に加盟

する国家であることから20、在留邦人は、日本で取得した運転免許は、マ

レーシア国内で国際免許として利用することが可能である（なお、2018

年 9 月までは、マレーシアの運転免許センターにおいて、日本の運転免

許及びその他の必要書類を提出することでマレーシア現地の運転免許証

                                                           
20 その他のジュネーブ条約加盟国は外務省のウェブサイトを参照されたい。
https://www.anzen.mofa.go.jp/manual/pdf/ukraine.pdf 
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への書換えを受けることができたが、同月以降この手続は停止されてい

る。）。多くの在留邦人はマレーシア現地で移動手段として自動車を利

用し、自ら運転する者も多いが、自己が加害者又は被害者として交通事

故に遭遇する場合があり、アンケートでも交通事故の当事者のなった旨

の回答があった（アンケート結果 2-1）。 

 

(2) 在留邦人が直面する法的問題への対応の実情 

 

在留邦人が直面する上記法的問題に対して、通常は以下の対応が採られているのが

実情であると考えられる。 

 

ア. 就労ビザ・滞在ビザに関する問題 

 

就労ビザ・滞在ビザについては、政府移民局内にある国外在住サービス部門

（Expatriate Service Division）の所管事項であり、当該部門に対して、例えばビザ

の申請手続の進捗状況に関する事実上の確認をすることはできるものの、当該

部門に対して、ビザの申請手続について法的手段を用いて早める手段は存在し

ないと思われる。 

このため、在留邦人の多くが抱える就労ビザ及び滞在ビザの発給に関する問

題については、事実上当該部門に対して確認をする以外の対応はなされてない

と考えられる。 

 

イ. 賃貸借契約に関する問題 

 

賃貸借契約における敷金に関する問題については、在留邦人が債権者となる

場合が多いと考えられるが、上記 1（2）の日系企業が抱える法的問題の点でも

述べたとおり、裁判手続については時間も費用も要し、また、敷金は、決して

低額であるとはいえないものの、裁判手続における費用と比較するとそこまで

高額であるとまでもいえない。このため、通常は、満足できない金額であった

としても敷金の返還を受ける結果となる場合が多いようであるが、解決が難し

い場合、敷金の回収を断念し、泣き寝入りをする事例もあるのではないかと推

察される。 
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ウ. 交通事故に関する問題 

 

交通事故については、在留邦人が加害者となる場合と被害者となる場合が考

えられる。 

在留邦人が加害者となる場合、通常は警察に対して適切な報告をするなど、

協力的な対応をしているものと考えられ、在留邦人が加害者となった後のトラ

ブルにはこれまで触れたことがない。 

交通事故に関する問題のほとんどは、在留邦人が被害者となる場合である。

マレーシアも日本と同様、加入が義務付けられている損害賠償保険があるが、

日本と同様、保険の範囲は、第三者に対する対人賠償責任のみであり、対物賠

償責任については、任意で損害賠償保険に加入する必要がある。また、マレー

シアの運転マナーについては必ずしも良いと言えず、軽度の衝突であれば加害

者及び被害者の間で損害の処理をすることなく、加害者がその場を去ってしま

う（逃げてしまう）場合が少なくない。このため、対物損害については、加害

者を捕捉できない場合が多い上に、捕捉できても加害者が損害を賠償しない場

合が多く、被害者である在留邦人が結局自己負担で車両を修理することになる

といった事態も多いようである。 

また、在留邦人が人身事故の被害者になる場合も、加害者が何ら対応するこ

となくその場を去ってしまう（逃げてしまう）場合があるようで、こうした場

合、被害者としては対応する術がなく、損害賠償を断念せざるを得ないと考え

られる。 
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第４ 日本の法曹有資格者がマレーシアで提供できる法的支援の在り方及びそのような

法的支援に対するニーズのボリューム 

 

1. はじめに 

 

上記第 3 では、日系企業及び在留邦人がマレーシアにおいて抱える法的問題とその

対応に関する実態について説明した。 

こうした法的問題について、マレーシアにおける日本を含む外国法曹有資格者に対

する法的サービスに対する規制を前提に、どのような形で関与し、日系企業及び在留

邦人に対して貢献できるかについて以下説明する。 

 

2. 法的サービスに関する規制とその実態 

 

マレーシアにおける法的サービスについては、まず、その規制の根拠及びその内容

を確認し、当該規制を踏まえた実態について説明する。 

 

(1) 弁護士業務一般に関する規制の根拠及び内容 

マレーシアでは、1976 年法律専門職業法（The Legal Profession Act 197621）によ

り、弁護士業務に従事するための手続及び業務内容の規制、弁護士会の組織について

規定している。 

同法 36 条及び 37 条によれば、同法規定の手続に従って弁護士資格を取得したもの

でなければ、以下の（2）で規定する例外的な条件を満たさない限り、訴訟及び訴訟

外の法的なサービスが提供できない旨規定している。 

弁護士資格を取得するためには、同法 11 条所定の要件を満たす必要がある。なか

でも、所定の訓練期間（pupilage）を満了すること、マレー語の資格取得試験に合格

する必要があること、そして、マレーシア国民であるか、（外国籍保有者であって

も）マレーシアの永住権を有していることが要件とされている。 

この訓練生となるためには法律専門家資格付与委員会（The Legal Profession 

Qualifying Board22）に対し、自身の大学の学位をもって訓練生となりうるか照会する

必要がある。 

                                                           
21 http://www.malaysianbar.org.my/laws/lpa.pdf 
22 http://www.lpqb.org.my/ 
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法律専門家資格付与委員会のウェブサイト23によれば、訓練生となるために認めら

れる法学士を与える大学として、マレーシア、シンガポール、英国、アイルランド、

オーストラリア及びニュージーランドの大学のリストが挙げられている。全て、現在

の英連邦を構成する、又は過去に英連邦を構成していた、現在もコモンローの法体系

を採用する国家所在の大学である。マレーシア以外の大学の法学士の学位が訓練生に

なるための条件として認められている理由は、マレーシア以外の所定の各大学の法学

部においてもコモンローについて学習することから、当該大学の法学士であればコモ

ンローに対する理解があると考えられるためであると考えられる。 

なお、このリストには日本の大学が挙げられておらず、また、日本がコモンローの

法体系を採用する国家でないことを大きな理由として、法律専門家資格付与委員会に

対して訓練生としての条件を満たしているか否かについて照会した場合でも、これが

認められる可能性は皆無ではないかと考えられる。 

 

(2) 外国人法曹有資格者に関する規制の根拠及び内容 

上記のとおり、マレーシアでは、1976 年法律専門職業法に従って弁護士資格を取

得したものでなければ法律サービスを提供することができなかったが、法律業務につ

いても国際化しており、外国人法曹有資格者のマレーシアにおけるニーズがある事情

を踏まえて、外国の法律事務所及び外国人法曹有資格者に対して法律サービスを一部

開放した。 

具体的には、以下の 3 つの法律により開放した。 

 

ア. 2012 年法律専門職業（修正）法（The Legal Profession （Amendment） Act 

201224） 

 

同法により、外国法律事務所及び外国人法曹有資格者については、原則マレー

シア国内での法律サービスの提供を禁止することを確認し、例外的に、以下の内

容で、法律サービスの提供を認めるものとした。具体的には、ジョイントベンチ

ャー（International Partnership）、有資格外国法律事務所（Qualified Foreign Law 

Firm）、及び、マレーシア法律事務所が雇用する外国人弁護士（Malaysian Law 

                                                           
23 http://www.lpqb.org.my/index.php?option=com_content&view=article&id=131&Itemid=77 
24 
http://www.malaysianbar.org.my/index.php?option=com_docman&task=doc_view&gid=4585&Ite
mid=332 
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Firm employing foreign lawyers）の形態である。以下に要件等と可能な業務内容を

説明する。 

名称 要件等 可能な業務内容 

ジョイントベンチャー 

（International Partnership） 

 マレーシア現地事務

所とのジョイントベ

ンチャー形態 

 ライセンス申請が必

要。ライセンスは 3

年更新 

 許可された業務分野

※25についてマレーシ

ア法弁護士と協働して

のみアドバイス可能 

 所属弁護士は全員外国

弁護士として登録 

 マレーシア法資格を有

する者でもマレーシア

法に関するアドバイス

はできない 

有資格外国法律事務所 

（Qualified Foreign Law 

Firm） 

 ライセンス申請が必

要。ライセンスは 3

年更新 

 最大 5 つの外国法律

事務所にライセンス

付与 

 許可された業務分野※

についてマレーシア法

弁護士と協働してのみ

アドバイス可能 

 所属弁護士は全員外国

弁護士として登録 

 マレーシア法資格を有

する者でもマレーシア

法に関するアドバイス

はできない 

マレーシア現地法律事務所

が雇用する外国人弁護士 

（Malaysian Law Firm 

employing foreign lawyers） 

 ライセンス申請が必

要。ライセンスは 3

年更新 

 マレーシア現地法律

事務所が外国人弁護

士を雇用できる割合

は所属弁護士全体の

30%以下 

 許可された業務分野※

についてマレーシア法

弁護士と協働してのみ

アドバイス可能 

 

 
                                                           
25 http://www.federalgazette.agc.gov.my/outputp/pua_20140602_P.U.%20（A）%20148-
KAEDAH-KAEDAH%20LPA%20-%20DISEMAK%2020%205%202014%20-
BM%20BI%20-%20final.pdf 
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※ 許可された業務分野とは、以下の業務分野を除く分野である。 

 憲法及び行政法に関する業務 

 不動産取引に関する業務 

 刑法に関する業務 

 家族法に関する業務 

 相続関連法に関する業務 

 信託法に関する業務 

 小売銀行業務 

 知的財産権登録業務 

 法廷への出廷、宣誓、訴訟代理 

 法律で認められていない形での、準司法的手続における聴聞手続への関与 

 

イ. 2013 年、2012 年法律専門職業（修正）法、（修正）法（The Legal Profession 

（Amendment） Act 2012 （Amendment） Act 2013）26 

 

同法により、1976 年法律専門職業法 37 条について改正され、以下の点につい

て追加された。 

 

 （2A） 当該行為が有償又は有償であることを企図したものではないことを

証明できない限り、弁護士の業務分野とされている内容についてアドバイス

をすることは同条違反とする。 

 （2B） 以下の要件を満たす外国人弁護士については上記 2A の適用がない

27。 

 マレーシア以外の国家又は地域において弁護士登録されており、 

かつ、 

 マレーシア法を除く分野に関するアドバイスを行うためにマレーシアに

入国し、マレーシアにおける累積滞在日数が 1 暦年で 60 日を超えてい

ない 

 

                                                           
26 
http://www.malaysianbar.org.my/index.php?option=com_docman&task=doc_view&gid=4586&Ite
mid=332 
27 マレーシアに居住せず、法的アドバイスを行うためにマレーシアの出入国を行う手法

は「Fly in fly out」と言われる。 



53 
 

ウ. 2013 年法律専門職業（修正）法（The Legal Profession （Amendment） Act 

2013）28 

 

同法により、外国人（及び法曹資格のないマレーシア人）が 

 

 仲裁人になること 

 仲裁事件の代理人になること 

 仲裁事件に関してアドバイスをすること 

 

については、（1）で説明した 1976 年法律専門職業法 36 条及び 37 条違反に該

当しないことが規定された。 

(3) マレーシア弁護士会に対するインタビューの実施と、同会の外国法律事務所及び外国

人法曹有資格者に対する考え方 

当職は、2019 年 2 月 22 日、マレーシア弁護士会のダイレクター職にある

Kenneth Ang 氏に対して、別紙 13「基本的質問事項 4 マレーシア弁護士会」記

載の質問項目に対する回答を依頼し、同氏からは、別紙 14「基本的質問事項 4 

回答 マレーシア弁護士会」の回答を得た。 

さらに、同氏からは、現在の（改正法を含む）法律専門職業法の下での、外

国法律事務所及び外国法曹有資格者に対する考え方、これらのあり方について

インタビューを行う機会を得た。 

同氏の発言要旨は以下のとおりである。 

 

 有資格外国法律事務所として認められた法律事務所は、国際イスラム金融

に精通した外国法律事務所であり、特異性があるため認められたものであ

る。 

 マレーシア以外で弁護士資格を有する者がマレーシア所在の法律事務所に

おいて就労する場合、マレーシア弁護士会に外国法弁護士登録するのが法

律の建前である。 

 一方で、マレーシア以外で弁護士資格を有する者が、一般企業等、マレー

シア所在の法律事務所以外の組織において就労する場合については、本来

                                                           
28 
http://www.malaysianbar.org.my/index.php?option=com_docman&task=doc_view&gid=4587&Ite
mid=332 
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は法律で網羅すべきであるが、現時点ではマレーシア弁護士会に外国法弁

護士登録することまで法律は明示していない。 

 マレーシア現地法律事務所が雇用し、マレーシア弁護士会に登録された外

国人弁護士は、憲法・行政法に関するものなど、一部の分野以外であれば

マレーシア法弁護士と協働することで顧客にアドバイスすることは可能で

ある。 

 この法律の建前に反して、マレーシア弁護士会に登録申請することなく、

マレーシア以外で弁護士資格を有する者がマレーシアにおいて就労してい

る事実は把握しているが、就労ビザを発給する国外在住サービス部門と情

報を共有し、協働して取締りを実施することが現在のところ困難な状況に

ある。 

 マレーシア弁護士会に登録することなく法律事務所の名称を使うことは認

められていないが、こうした違法行為を取り締まることが難しい状況にあ

る。 

 Fly in fly out の方法により、マレーシア以外で弁護士資格を有する者がマレ

ーシア国外からマレーシアに入国して法的サービスを提供している実態が

あることは把握しているものの、移民局との連携が取れていないため、当

該外国弁護士のマレーシア滞在日数が 1 暦年で 60 日を超えていても、移民

局と協働して出入国時に当該日数の把握及び違反者の取締りを行うことは

現在のところ困難な状況にある。 

 マレーシア弁護士会としては、移民局及び同局内の国外在住サービス部門

と情報を共有し、協働して取締りを実施できるよう、同局及び同部門との

連携を進める予定である。 

 

同氏の法律専門職業法に関連する部分の発言は全て同法の規定内容に沿った

ものと解され、マレーシア弁護士会が同法の規定と異なる独自の見解を有して

いる部分は見当たらなかった。 

ただ、外国人弁護士による同法違反行為に対する取締りの実効性について

は、マレーシア弁護士会と移民局や同局内の国外在住サービス部門とは、互い

に連携が取れているとは必ずしも言えない状況のようで、同法に違反する外国

法弁護士の行為に対する取締りの実効性についてマレーシア弁護士会としては

困難を感じており、今後この実効性を確保していくことが課題となる旨の指摘

があった。 
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(4) 外国人法曹有資格者がマレーシア国内でアドバイス可能な方法と内容 

上記各法律及びマレーシア弁護士会の見解を整理すると、外国人法曹有資格者が活

動し、アドバイスできる方法とその内容は以下のとおりと考えられる。 

 

方法 実施可能な業務内容 条件等 

マレーシア法弁護士と

して活動 

 マレーシア法のアド

バイス 

 マレーシア国籍又は

永住権を取得 

 所定の大学で学位を

取得 

ジョイントベンチャー

において外国法弁護士

して活動 

 許可された業務分野

※についてマレーシ

ア法弁護士と協働し

てのみアドバイス可

能（外国法弁護士が

単独でマレーシア法

のアドバイスをする

ことはできない） 

 外国人法曹有資格者

はマレーシア以外の

国家又は地域におい

て弁護士登録が必要 

 外国人法曹有資格者

はマレーシア弁護士

会に対して外国法弁

護士登録を行う必要

あり 

有資格外国法律事務所 

において外国法弁護士

として活動 

マレーシア法律事務所

に外国法弁護士として

雇用される形で活動 

Fly in fly out の方法を用

いて活動 

 マレーシア法を除く

分野に関するアドバ

イス 

 マレーシア以外の国

家又は地域において

弁護士登録 

 マレーシアにおける

累積滞在日数が 1 暦

年で 60 日以内 

仲裁人・仲裁事件代理

人として仲裁手続に関

与する者として活動 

 仲裁人になること 

 仲裁事件の代理人に

なること 

 仲裁事件に関してア

ドバイスをすること 

 

無償であることを前提

に活動 

（実施可能な業務内容に

ついては不明） 

 無償 

 

※許可された業務分野は上記（2）ア記載のとおり。 
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上記（1）及び（2）によれば、マレーシア法弁護士となる場合か、仲裁手続に関与

する場合のみ、ということになると考えられる29。 

そして、これらを除くと、日本を含む外国法曹有資格者がマレーシアにおいてマレ

ーシア法を単独でアドバイスする方法はどのような形であっても認められていない。 

外国法曹有資格者がマレーシアにおいてマレーシア法をアドバイスするためには、

マレーシア弁護士会に対して外国法弁護士登録を行い、かつ、マレーシア法弁護士と

協働することが必要となる。 

なお、マレーシア国外においてマレーシア法をアドバイスすることについて制限す

る根拠は見つからず、アドバイスは可能であると考えられる。 

(5) 外国法律事務所・及び外国人弁護士の登録状況 

マレーシア弁護士会は、同会のウェブサイトを確認する限り、ジョイントベンチャ

ー、有資格外国法律事務所、及びマレーシア現地法律事務所が雇用する外国人弁護士

の申請・登録状況について公表しているわけではないと見られるものの、報道等か

ら、本報告書作成時点で認められているのは、2012 年法律専門職業（修正）法（The 

Legal Profession （Amendment） Act 2012 が施行された後、わずか 2 つの有資格外国

法律事務所と 1 人の外国人弁護士のみであると見られる。 

概要は以下のとおりである。 

 

取得年 事務所・弁護士名 形態 本拠・原資格国 

2015 Trowers & Hamlins International 

law firm30 

有資格外国法律

事務所 

英国 

2017 Herbert Smith Freehills31 有資格外国法律

事務所 

英国・豪州 

2018 Mr. Pierre Brochet32 

（マレーシア現地法律事務所

名: Azmi & Associates） 

マレーシア現地

法律事務所が雇

用する外国人弁

護士 

英国・仏国 

                                                           
29 なお、無償での活動については現実性を欠くと考えられることから、ここでは考えう

る方法としては割愛する。 
30 https://www.legalbusinessonline.com/news/trowers-first-foreign-law-firm-receive-malaysia-
qflf/68560 
31 https://www.legalbusinessonline.com/news/hsf-qflf-%E2%80%98-right-solution%E2%80%99-
malaysia/73793 
32 https://www.legal500.com/firms/33084-azmi-associates/press_releases/35969 
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3. 日本の法曹有資格者がマレーシアで提供できる法的支援とそのニーズのボリューム 

(1) マレーシアで活動する日本法弁護士・日本法曹有資格者の活動の実態 

当職が、マレーシアにおいて活動する日本法弁護士及び日本法曹有資格者の把握を

試みたところ、実際に把握できた日本法弁護士及び日本法曹有資格者の所属先は以下

のとおりであった。なお、以下は、あくまで当職が名刺交換や現地のメディア経由で

把握できた情報によるものであり、実際には他にもマレーシアにおいて活動する日本

法弁護士及び日本法曹有資格者が存在する可能性は否定できない点留意されたい。 

 

① Likearisingsun Sdn. Bhd. 
② TNY Consulting （Malaysia） Sdn Bhd. 

③ Lim Jo Yan & Co/One Asia Lawyers 
④ Chooi & Company + Cheang & Ariff （当職） 

 

上記のうち、①及び②はコンサルティング会社であるとされており33、③及び④は

法律事務所である。 

 

(2) 法的支援の方法・在り方 

上記 2（4）で述べたとおり、マレーシア国内において制限なく活動できる方法

は、マレーシア法弁護士となる方法か、仲裁手続に関与する方法、ということになる

と考えられる。 

そして、これらを除くと、日本を含む外国法曹有資格者が、マレーシアにおいてマ

レーシア法を単独でアドバイスする方法はどのような形であっても認められていな

い。 

外国法曹有資格者がマレーシアにおいてマレーシア法をアドバイスするためには、

マレーシア弁護士会に対して外国法弁護士登録を行い、かつ、マレーシア法弁護士と

協働することが必要となる。 

                                                           
33 組織名称の末尾に付けられている「Sdn. Bhd.」は「Sendirian Berhad」を意味し、非公

開株式有限責任会社（非公開会社）を意味する。なお、「Bhd.」と付されている場合には

「Berhad」を意味し、公開株式有限責任会社（公開会社）を意味する。 
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なお、マレーシア国外においてマレーシア法をアドバイスすることについて制限す

る根拠は見当たらず、日本の弁護士が、日本国内において、同法のアドバイスを行う

ことは可能であると考えられる。 

 

(3) 法的支援に対するニーズのボリューム 

 

ア. 日系企業及び在留邦人に対するアンケート結果 

 

本調査においては、マレーシアにおける日本法曹有資格者のニーズが日系企

業及び在留邦人においてどの程度存在するのか検討するため、この点に関する

質問項目を含めており、それぞれの回答からは優位な回答を得た。 

まず、前提として、マレーシアは、在留邦人数は 24,411 人であり、世界で 12

番目に多い在留邦人数を抱えている一方で、上記（1）のとおり、マレーシアに

滞在する日本法曹有資格者が 5 名前後であり、他の東南アジア諸国に比べると

日本法曹有資格者の数が少ない。日本法曹有資格者の人数に関する現状だけ見

ても、日本法曹有資格者のニーズは大きいと考えることができる。 

上記を前提にアンケートの回答を見てみると、「日本法弁護士に現地で相談

できる窓口があるなら、利用したいですか。」という質問に対し、日系企業及

び在留邦人ともに「利用したい」との回答が全体の 80%を超えたことから、日

本法曹有資格者のニーズは大きいものと考えることができる。 

また、料金体系や条件については、無料相談があることや、料金体系の明確

さを求める意見が多く、一般的に日本法曹有資格者の報酬は、マレーシア現地

弁護士のそれと比較して高額である、と考えている日系企業及び在留法人が多

いのではないかと推察される。 

日本法曹有資格者としては、こうした日系企業及び在留邦人の見方について

は何らかの対策を立てる必要があるように思われる。 

 

一方で、「日本法弁護士に現地で相談できる窓口があるなら、利用したいで

すか。」という質問に対し、日系企業及び在留邦人ともに「利用したくない」

との回答も一定数存在した。 

この理由としては、上記の費用の点に関する指摘や、現地の弁護士で足り

る、必要性を感じない、という意見が複数あった。 
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確かに、上記のとおりマレーシアでは、外国人法曹有資格者は、単独でマレ

ーシア法に関するアドバイスをすることは、マレーシア法の弁護士資格を有し

ない限り不可能であることから、最終的にマレーシア法弁護士のアドバイスを

受けることになることに鑑みると、現地の弁護士で足りる、とする意見がある

ことは日本法曹有資格者としても事実として受け止める必要がある。 

そこで、日本法曹有資格者としては、こうした意見に対して、どうすれば日

本法曹有資格者の価値を相談者に提供することができるのか検討する必要があ

ると考えられる。 

 

イ. 法的支援に対するニーズのボリュームの把握の試み 

 

当職は、日本法曹有資格者のニーズのボリュームについて別途に調査する機

会を設けるべく、無料法律相談会や、日本法曹有資格者による合同セミナーな

どの開催を通じてニーズを把握することができないか検討した。 

しかし、どの程度のアドバイスや情報提供であれば合法なのか、問題がない

のか、どの程度であれば違法なのか、問題があるのか、といった分水嶺が明ら

かでなく、マレーシア弁護士会との間で摩擦が生じる可能性は避けるべきと考

えたこと、また、調査期間についても限りがあったことから、今回の調査期間

中には無料法律相談会や日本法曹有資格者による合同セミナーといった企画を

実施することはできなかった。 

こうした企画は本調査終了後にも開催が可能であることから、企画に関する

問題の可能性を排除できた際には是非開催することができればと考えている。 
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結 語 

 

はじめに、で述べたとおり、マレーシアでは 2018 年 5 月に初の政権交代があり、親日

家として著名なマハティール氏が 10 数年ぶりに首相に復帰した。 

マハティール氏の指導の下、マレーシアの経済発展は継続していく可能性が高く、今

後も日系企業が進出し、さらには、これまでに既に進出した日系企業がマレーシアで事業

を拡大していくことが期待される。 

日系企業向け、及び、在留邦人向けアンケートの回答で多くの回答者が指摘していた

とおり、マレーシアは ASEAN の中では法制度の整備がなされている国であり、多くの法

令に法律専門家以外のものでも比較的容易にアクセスが可能な国とされている。 

その一方で、下位規則等、必ずしも把握が容易ではない規定もあることから、こうし

た規定の把握については法律事務所のサポートが不可欠であると考えられる。加えて、マ

レーシアでの日系企業の進出状況に鑑みると、英語・マレー語のいずれによっても問題な

くコミュニケーションを取れる人材が必ずしも現地担当者としてマレーシアで就労してい

るわけではない事態も考えられる。このような状況で何らかの法的問題が発生した場合、

その解決において、日本語話者としての日本法曹有資格者の存在は非常に貴重なものとな

ると考えられる。 

ただ、上記で述べてきたとおり、マレーシアでは、日本を含む外国の法律事務所及び

外国法曹有資格者に対する規制が強く、外国法律事務所及び外国法曹有資格者に対して法

律サービスの提供が一部開放されたとはいえ、開放のための法律が施行された後 5 年経過

しても、有資格外国法律事務所として認められたのは 2 つの外国法律事務所のみ、外国法

弁護士として認められたのは 1 名のみである上に、これらの外国法律事務所及び外国法弁

護士はマレーシア法のアドバイスを単独では行うことができない。 

多くの国は、外国法曹有資格者に対して原資格国のみならず当該国に関する法律サー

ビスまで開放しておらず、今後もマレーシアでは、他国の状況と同様、外国法曹有資格者

がマレーシア法のアドバイスを単独で行うことはできず、かならずマレーシア法弁護士と

協働する必要がある状況が継続すると見込まれる。 

こうした制限の厳しい状況において、日本法曹有資格者が日系企業及び在留邦人に対

して今後どのように貢献できるのか、まだまだ検討すべき課題も多い。 

日本法曹有資格者側で考えられる方法としては、日本ではなく、マレーシアでのキャ

リア構築を目指すこととし、何らかの形でマレーシアの永住権を取得し、マレー語を習得

し、所定の大学で学位を取得して訓練を受け、マレーシア法弁護士になる、という方法

も、かなりハードルは高いものの、積極的な手段となりうる。この方法によれば、マレー

シア法のアドバイスを単独で行うことが可能になる。 
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また、上記の方法があまりにも困難であると考える場合、これも現時点では高いハー

ドルと見られるものの、外国人弁護士の登録を行い、マレーシア法弁護士と協働すること

も今後は選択肢として考えうる。 

日本から世界に飛び出して活躍することを希望する方には、こうした方法を通じてマ

レーシアにおいて活躍されることを大いに期待したい。 

以 上 




